
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

 ※
 ：新規契約の引受ができる

 ：新規契約の引受ができない

 （新法人への移行登記後１年間、業務及び財産の管理のみ可能。ただし、特定保険業者の届出が必要。）

保険（共済）事業を行う公益法人の移行について

社団法人等 公益社団法人等の認定
一般社団法人等の認可特例社団法人等

 公益法人改革の施行（平成20年12月1日）。
 施行後5年間は、現行と同様の取扱い（平成25年
 11月末まで）

新法人への移行登記

 新法人への移行登記後は、
 保険業法の規制の対象

＜例＞　少額短期保険業の登録申請
　　　　　を行う場合等
（注１）
平成24年4月に新法人への移行登記を行う
場合を示しています（公益法人の移行期限
は平成25年11月末日まで）。
　
（注２）
保険（共済）事業を継続する場合の対応は
少額短期保険業の登録だけではありませ
ん。詳細については、資料１「公益法人が行
う保険（共済）事業と保険業法の関係につい
て」をご覧ください。

少額短期保険業者として、新規契約の引受が可能です。

新法人への移行登記前に登録申請を行っても、移行登記
から登録完了までの間は新規契約の引受はできません。

 主務官庁が民法の関連規定に基づき監督
 （平成18年4月より、保険業法上の規制の
  一部のみが適用）

①新法人への移行登記の日までに登録が完了
　（移行登記の日と登録の日が同日の場合を含む。）

②新法人への移行登記後に登録が完了

③登録申請を行わない

　新規契約の引受はできません。

（登録）

（登録）


